
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■尾崎市政初の予算 

…3 月の定例会中に開催された予算特別委員会で発表

された予算案は、尾崎市長が一から組んだ初めての予算

です。予算特別委員会では、全議員で平成 24年度の予

算案を審議、不明点などについては行政側に質問し、予

算の意図を確認しました。特に、今回の予算については、

尾崎市長の政策が予算に反映されているかが大きなポ

イントとなりました。行政サービスは基本的に維持しな

ければならないものも多いのは事実で、大きく舵は切れ

ないものの、昨年の選挙で選出された尾崎市長ならでは

の色が出なければ、新市長が選ばれた意味が薄れます。 

…長い審議の後、今回の予算案は賛成多数で可決。和地

ひとみの所属する会派、民主党も賛成しました。 

ただし、予算についての討論において民主党は『「あれ

かこれか」の視点をもっと推し進めること、更なる歳入

の確保や徴税努力による収納率の向上、個人並びに世代

間の不公平感を助長するような施策の再考』を要求しま

した。 
 
 

■ 予算の全般的事項と優先施策は 

…今回の予算を組むにあたっての全般的事項として市

長より表明された点は以下の通りです。 
 

１：開かれた市政の実現をめざし、情報公開と説明責任
の徹底を図り、施策形成過程の透明性を確保する中で、
市民生活の向上につながる予算を編成すること。 
 

２：持続可能な市政を実現するために「あれかこれか」
という視点から事業を見直すとともに費用対効果の分
析を行い、あわせて「東大和市行政改革大綱」及び「東
大和市実施計画」における取り組みを着実に実施し、主 
 
 
 

【歳入】          （千円） 

平成２４年度がスタート。今年度は尾崎市長が組んだ初の予算 

 要事業など新たな行政課題に対応す 
るための財源を確保すること。 
 

３：全職員一丸となって積極的に 
歳入の確保に取り組むとともに、事業の実施にあたって
は、より一層の効率化を図ること。 
 

また、今年度の優先施策は以下の通りです。 

① 地域における防災体制の強化 
・地域防災計画の策定にかかる経費     13,636 千円 
・施設の耐震化の推進           34,430 千円 
 
 

② 東大和市の魅力を積極的に発信するための観光事業の
推進                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                  

・魅力あるイベントの開催          6,708 千円 
・ちょこバスの利便性を目指しての検討     619 千円 
・プレ国体の開催にあわせた事業の実施   26,362 千円 
・（仮）東大和郷土美術園整備に向けた準備 35,274 千円 
 
 

③ 学校給食施設に対する取組みの推進 
・新たな建設に向けた準備          1,738 千円 
 

■ この予算をどのように活用するのか    

…これらの方針、施策を盛り込んだ予算は一般会計

26,907,000 千円。その他、国民健康保険事業などの５

特別会計を合わせた合計予算は 43,957,857 千円（昨対

+0.4％、+187,237千円）。主な歳入である市税収入は昨

対△3.2％であるにも関わらず、歳入がプラスになるの

は交付税の見込みと財産収入、市債が大幅にアップした

ためです。また、歳出においては、生活保護費などの民

生費が大きくアップしていることも今後、対策が必要な

課題です。予算の段階では事業の詳細までは見えません

が、予算の多寡が市政の現実、また方針の表れです。 

今後は、今回可決された予算が効果的に活用されている

か、内容、取り組み方に注視していきます。 
 
 

【歳出】                 （千円） 
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